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月刊　宇城通信あなたのくらしにピタッと
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ス
ポ
ー
ト
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手
数
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改
定
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つ
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て

　
７
月
１
日
以
降
の
申
請
受
理
分
か
ら

手
数
料
が
変
更
さ
れ
ま
す
。
そ
れ
に
伴

い
、
７
月
１
日
以
降
に
申
請
す
る
人
が

増
加
し
、
混
雑
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ

ま
す
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通
常
は
交
付
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で
約
２
週
間
で

す
が
、
約
１
カ
月
を
要
す
る
見
込
み
で

す
。
早
め
の
申
請
を
お
願
い
し
ま
す
。

問 

市
民
課　

☎︎（
32
）１
４
４
６

年齢 旅券種別 現行手数料
（6月30日まで申請分）

改定後手数料
（7月1日以降申請分）

備考

18歳以上

10年
電子申請 15,900円
窓口申請 16,300円

電子申請 8,900円
窓口申請 9,300円

7,000円減額

5年
電子申請 10,900円
窓口申請 11,300円

18歳以上
5年旅券廃止

残存有効期
間同一旅券

電子申請  5,900円
窓口申請  6,300円

電子申請 5,400円
窓口申請 5,800円

500円減額
（18歳未満は申請

できません）

18歳未満
（12歳以上）

5年
電子申請 10,900円
窓口申請 11,300円 電子申請 4,400円

窓口申請 4,800円

6,500円減額

（12歳未満） 5年
電子申請  5,900円
窓口申請  6,300円

1,500円減額

申し込み　　　　
フォーム

市 HP

　

商
品
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の
使
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期
限
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迫
っ
て
い
ま
す

▪️
商
品
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の
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送
付
し
た 
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料
・
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用
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し
て
く
だ
さ
い
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▪️
商
品
券
を
ま
だ
受
け
取
っ
て
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な
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人
は
、
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
に
お
問
合
　

　
せ
く
だ
さ
い
。

※
令
和
８
年
３
月
２
日
時
点
で
市
に
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民
登
録
が
あ
る
人
が
対
象
で
す
。
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事
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局
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ー
ル
セ
ン
タ
ー
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土
日
祝
除
く
）

第
５
弾
宇
城
市
物
価
高
騰
対
策

専用 HP

外務省 HP

※赤字は変更点

▪小川町ふるさと祭り　　8月14日㊎
▪不知火・海の火まつり　9月10日㊍
▪松橋町ふるさと祭り　 10月31日㊏
※詳細については、８月号以降に順次掲載予定

今 後 の
宇城市の
祭り予定 詳細はこちら▶︎

みすみ港祭り
クラウドファンディング
実施中！

使用期限
７月21日㊋詳しくは

こちら

広 告

対�象者　令和７年８月豪雨で被災した宅地の所有者、
管理者または占有者
交�付対象　令和7年8月豪雨時に住宅（民間企業や団体

などの社宅や寮は含まない）用に供されていた土地
交付額　（工事費－50万円）×2／3
　※ただし、補助額の上限は、633万円

申請期限　9月30日㊌17時
　※申請件数を把握するための期限です。9月以降も　 
　　内容に応じて相談は可能です。
報告書提出期限　申請日～令和9年2月19日㊎
申�請窓口　本庁都市整備課、小川支所災害復旧対策室、
　豊野支所総合窓口課、三角支所経済建設課、不知火 　 
　支所総合窓口課
申�請方法　申請は事前予約制
　※都市整備課までお電話ください。
問 都市整備課　☎32-1694

災害支援の重要なお知らせ 市HPでは随時情報を更新しています

令和7年8月豪雨
被災宅地復旧補助金

※�すでに復旧工事などを行っている場合であっても、
令和7年8月豪雨により被災した宅地であることが
確認できれば補助対象となる場合があります。

※�宅地の状況次第で対象にならない場合があります。
まずは窓口へご相談ください。 市 HP

地盤の復旧

のり面・擁壁の復旧

旧擁壁の徹去

申
請
対
象
工
事

地盤改良工事
住宅基礎の傾斜修復工事

裏のり面の復旧

※緊急自然災害
　防止対策事業債
　（急傾斜地）

本事業対象外

　令和７年８月豪雨で被災した宅地について、被
災者の負担軽減を図り、生活再建を支援するため、
宅地の復旧工事に要する経費の一部に対して補助
金を交付します。 参考例 パターンA パターンB パターンC

工事費 50 万円 500 万円 1,000 万円

補助額 　  0 円 300 万円 　633 万円

個人負担額 50 万円 200 万円 　367 万円


